















































































校名 新校舎移転年月 1948年度生徒数 1953年度生徒数 1956年度生徒数
第一中 国民学校跡地 843 1,273 1,608
第二中 1950年３月 253   741 1,005
第三中 1951年10月 344   592   681
第四中 1950年７月 511 1,104 1,609
第五中 1952年７月 653 1,416 1,623
第六中 国民学校跡地 648 1,213 1,776
第七中 1951年３月 878   998 1,240
第八中 1952年11月 885 1,594 2,417










体育 国語 社会 数学 理科 英語 図画工作 音楽 家庭 職業 習字 保健
第六中 1949 1947 1947 1947 1947 1947 1947 1950 1947 1948 1950 1954
第七中 1950 1947 1947 1947 1947 1947 1947 1947 1947 1947 不明 1947
『沿革史（東京都荒川区立第六中学校）』（荒川区立原中学校所蔵）、『あゆみ　創立30周年記念誌　東京都荒川区立第六中学
校』（ゆいの森あらかわ所蔵）、『沿革誌　東京都荒川区立第七中学校』（荒川区立第七中学校所蔵）から作成




































































































































習字・体育・国語 在籍せず 在籍せず 不明
K 1950年４月22歳
教諭


































































































































































































































































































10 早稲田教育評論　第 35 巻第１号
以上をまとめると、体育科専任教員体制の確立が進まない第四中学校では、時間講師を採用す
ることで体育科担当教員不足に対応していた。その時間講師は1951年度までは教員免許状を所持
しない体育専攻の学生であったが、1952年度以降は中学校保健体育科の教員免許状を有する都立
定時制高校の教諭が担った。大学や高等学校の数が多い上に交通の便も良く、時間講師を委嘱し
やすい都市部である東京都の地理的特性が背景にある対応と言えよう。
おわりに
本稿は、1947年度から1956年度までを東京都荒川区の新制中学校創設期と位置づけ、その間の
新制区立中学校の体育科教員充足状況と不足状況に対する各中学校の対応、さらには当該免許状
の所持状況について以下の三点を究明した。
（1）早くに体育科専任教員体制を確立した中学校が存在した。
　第三中学校では1952年度、第五中学校では1953年度に他教科と兼任しない体育科専任教員体
制が確立していた。
（2）体育科担当教員の不足状況に対して各中学校は、他教科との兼任や時間講師の委嘱によって
対応した。
　第四中学校・第五中学校・第九中学校では国語科・社会科・職業科・理科など他教科の若い
教員が兼任することにより体育科教員の不足状況に対応していた。また、第四中学校と第五中
学校では時間講師を嘱任して対応していた。
（3）中学校保健体育科の免許状を有する教員が担当する体制が早くに整えられた。
　1953年度の段階で、各学校の体育科専任教員のほとんどは中学校保健体育科の二級免許状を
所持していた。第四中学校にみられた教員免許状を所持しない体育専攻の学生時間講師も1951
年度までで、その後は中学校保健体育科教員免許状を有する都立定時制高校教諭が時間講師を
勤めていた。
以上の成果の中でも、東京都荒川区の新制中学校では中学校保健体育科の教員免許状を所持す
る教員が体育科を担当する体制が早くに整えられていたことは注目に値する。茨城県では1957年
度の段階でも８割以上の体育科教員が当該教科の教員免許状を所持していなかったというよう
に、全国的には専門性の低さが問題視されていた新制中学校創設期における体育科担当教員像は
東京都荒川区については当てはまらないと言えよう。この時期の中学校教員の人事配置について
は、校長・教頭の出身校による学閥的影響が極めて強かったと指摘されており（20）、もともと地
方に比べて数の多い大学等が近くに存在するという東京都の地理的特性が体育科の専任教員の招
致に有利に働いた可能性がある。今後は他地域の体育科担当教員充足状況についても解明を進め
て新制中学校成立史や学校体育史研究の進展に寄与して行きたい。
付　記
本論文は早稲田大学教育総合研究所研究部会（B-9）「新制中学校の成立に関する実証的研究─
戦後教育の諸原則の確立と展開を中心に─（湯川　次義）」2019年度の研究成果の一部である。
なお、資料調査にあたっては、荒川区教育委員会の方々・荒川区立各図書館の方々・荒川区立
11新制中学校創設期の体育科担当教員充足状況に関する一考察　─東京都荒川区の場合─
各中学校の校長先生、副校長先生はじめ教職員の方々には、ご多用中にもかかわらず大変親切に
ご対応いただき、荒川区の中学校の歴史や現状などについても貴重なお話をうかがうことができ
た。心より感謝申し上げたい。
注
（１）1947年５月制定の学校教育法施行規則において中学校の必修教科とされたのは「体育」であった
が、1949年５月制定の教育職員免許法により「保健体育」として免許状が発行されることになっ
た。ただし、学校教育法施行規則が改正されて、中学校の教科「体育」が「保健体育」となるの
は1950年10月（適用は同年９月から）である。本稿における「体育科」という語は、1950年度以
降の「保健体育科」も含む概念である。
（２）松崎厳「第三章　中学校」（『戦後日本の教育改革　第５巻　学校制度』、東京大学出版会、1972年、
299頁）。
（３）全日本中学校長会編『「中学校」創立十周年記念誌　十年の歩み』、1957年、217-218頁。
（４）荒井増治郎「小中学校体育指導の改善と体育施設の実態」（『あらかわ教育時報』第２号、1954年
３月［ゆいの森あらかわ所蔵］、87頁）。
（５）同上書、89頁。
（６）松崎厳は、新制中学校発足時に当該教科の免許状所持者が全ての教科で１割未満であることや、
全くの無免許者が多かったことについて「教員組織の不備の極」と評しているが、体育科はその
中でも全くの無免許者が85.9％と最も多かった（前掲、『戦後日本の教育改革　第５巻　学校制
度』、312頁）。
（７）赤塚康雄『新制中学の誕生─昭和のなにわ学校物語』、柘植書房新社、2019年、19頁。
（８）同上書。
（９）『東京都教育史　通史編　４』、1997年、1029頁。
（10）文部省調査普及局編『新制中学校実施の現状』（刀江書院、1949年）に、1947年４月現在の全国
の教科別不足教員数の一覧（同上書、20頁）と同年５月現在の都道府県別学科別不足教員数の一
覧（同上書、21-23頁）が掲載されている。
（11）崎田嘉寛『戦後初期学校体育の研究─広島県の小学校を手掛かりとして─』、渓水社、2009年、
３頁。
（12）『荒川区史　下巻』、1989年、1152頁。
（13）同上書、1200頁。
（14）『荒川区教育史　通史編』、1996年、301頁。
（15）前掲、『荒川区史　下巻』、1208-1209頁。
（16）この８校の他に私立荒川中学校への委託が行われたが、1950年５月に委託が終了している（同上
書、1200頁）。
（17）『教職員履歴書綴　荒川区立第三中学』（荒川区立第三中学校所蔵）。
（18）『学校要覧　1953　荒川区立第四中学校』（ゆいの森あらかわ所蔵）。
（19）同上。
（20）前掲、『東京都教育史　通史編　４』、985頁。
